
別記様式第１号 

取 扱 基 準 

 

名 称 結婚新生活支援補助金 

補助区分 運営費補助☐   事業費補助■ 

補助金の概要 

少子化が深刻化する中、結婚を希望する若者が希望どおりの年齢で

結婚できておらず、また経済的な負担が結婚の障害となっているこ

とから、新婚世帯の住宅取得や住宅賃借、または引越しにかかる費

用を補助するもの。 
【補助対象要件】世帯所得が５００万円未満であること、夫婦が新

潟市に住民登録を有し同居していること、補助金の交付を受けた日

から２年以上新潟市内に定住する意思を有することのいずれも満た

す世帯を対象とする。 

目 標 

数値化■   非数値化☐ 
支給見込世帯数に対する支給世帯の割合：100％（67 件） 
婚姻届提出時のアンケート徴取における「本事業の認知度」：50％ 
補助金申請時のアンケート徴取における「地域に応援されていると

感じた世帯の割合」：85％ 
<目標が数値でない場合の評価方法> 

補助事業者 

※補助金等交付申請書の提出があった事業者の情報について公表します。 

事業者が多数の場合，ホームページでの公表ができないことがあります。 

その際は直接担当課にお問い合わせください。 

補助対象経費の 
内    容 

【住居費】住宅の購入費（新築する場合の工事請負費を含む）、賃料、

敷金、礼金、共益費、仲介手数料 
【引越費用】引越業者又は運送業者へ支払った費用 
※いずれも申請日において支出済みの費用に限る。 

補助額 
及びその算定方法 

又は補助率 

１世帯あたり上限 30 万円 
<補助額が５万円未満，又は補助率(実行補助率を含む)が 1/2 を超える場合の理由> 

本補助金に充当する国庫補助金（地域少子化対策重点推進交付金）

の補助基準に基づくため。 

開始時期 令和 ６ 年 ７ 月 １７ 日 
評価の時期 令和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日 

終 期 
令和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日 

（終期が３年を超える場合の理由） 

補助事業者による 
情報の公表 

〔内容〕 
個人を対象とした補助金のため公表しない。 

〔媒体〕 

担当部署 
こども未来部 こども政策課 企画管理グループ 
電 話 ０２５－２２６－１１９３（内線３１１９４） 
e-mail mirai@city.niigata.lg.jp 

mailto:mirai@city.niigata.lg.jp

